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Abstract 
The study of contact situations can serve as a component of Welfare Linguistics, 
which provides us a deeper understanding and potential resolutions of language problems 
in a society. This paper overviews the signif icance of the concept of contact situation, and 
examines the nature of problems in post-modern societies of the 21st century. The paper 
claims that there are at least three types of problems, thus three types of basic principles 
towards them. Problems can be categorized, namely, as solvable problems, unsolvable 
problems, and problems as communicative resources. According to the types of problems, 
we are able to select the principle and strategies, for instance, strategies to solve problems, 
strategies for getting along with unsolvable problems, and strategies based on positive 
evaluation towards problems as communicative resources. The paper concludes that it is 
important to distinguish one type of problem from another, and this will become possible to 
treat the problems of participants in the situations properly. 
 
 
1. はじめに 
接触場面が初めて日本語教育の分野で論じられた８０年代初期以降，日本語の非母語話
者ないし非育ち言語話者1を含むインターアクションでは，接触場面に特有なさまざまな現
象が指摘されてきた（cf.ネウストプニー1981，Fan 1994）．フォリナートークなどの従来の
研究成果の読み替えとともに，聞き返し（尾崎 1993），簡略化と回避（Asaoka1987，村岡
1992），中間コミュニケーション（Marriott 1990），調整の軌道（Miyazaki 2001），接触規範
（Fairbrother 2002），育ち言語話者の権力による管理（高 2003）などあらたな指摘が２０
年以上にわたって蓄積されてきている． 
 言語接触の研究（cf. Haugen 1956）が接触の結果としての言語にもっぱら焦点を当てて
いるのに対して，接触場面研究，とくに言語管理理論（cf. Neustupny 1994）においてはい
まそこで起きている言語の接触プロセスに関心がある．そのために考察の範囲には，場面
や文脈が問題になり，言語プロダクトだけでなく場面参加者の意識や規範を含めた相互作
用が関心の領域に入り込んでくる．この研究のパラダイムでは，言語とは発話された言語
プロダクトだけではなく，発話者の言語規範であり，評価であり，調整の計画であり，会
話相手との相互作用でもあるわけである． 
 日本語教育学に多大な影響を与えている第２言語習得論もまた，さまざまな理論を展開
していく一方，いまだに言語プロダクトに焦点を当てる以外に研究の対象を拡げていない．
インプット仮説（cf. Krashen 1985）からアウトプット仮説（Swain 1985）やインターアク
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ション仮説（Long 1983），あるいは意味交渉（Gass and Varonis 1994）から形式への焦点化
（Basturkmen, H., Loewen, S., & Ellis, R. 2004）に至るまで，心理言語学からディスコース
研究（とくに談話の連鎖）に焦点を当て始めたとはいえ，研究の関心は一貫して言語プロ
ダクトであり，その限界を越えないように自らを縛っている．例えば，第２言語習得論で
用いられる調整 adjustment の研究では，学習者や育ち言語話者が修正した言語プロダクト
のバリエーションと連鎖だけに焦点が当てられている． 
 一方，言語管理理論における調整 adjustment 研究では，言語プロダクトから出発しなが
ら，それに加えて，そうした調整がどのように実施されたか，調整計画はどのような基準
に基づいて選択されたか，それはどのような評価や留意と関わり，さらに出発点としてど
のような規範からの逸脱が想定されるのか，といった一連のプロセスや段階同士の関連が
問われることになる．同じ用語を使っていても，そこにはパラダイムの相違があり，まっ
たく異なる概念と言っても過言ではない． 
 本稿では，この言語管理理論と密接に結びついて発展してきた接触場面を取り上げ，と
くに Welfare Linguistics（徳川 1999）としての接触場面研究の可能性を問題の類型という視
点から論じる．接触場面研究は，単に異なる育ち言語の話者同士が対面した状況を取り上
げることではないし，そこでの言語プロダクトを分析することだけでもない．場面研究を
強調することの意味はどこにあり，言語管理理論をベースにすることによる有効性はどこ
にあるのか，などについて考察していくこととする． 
 
2. 接触場面とは何か 
2.1 接触場面の発見 
接触場面の概念はまったくネウストプニーに負っている．この概念が発展していった
1960 年代から 70 年代にかけては，交通手段，通信手段の発達，経済のグローバル化，戦
争や動乱にともなう移民，難民の増加などを背景に，言語接触や文化接触が拡大していっ
た時期でもある．言語学においてはそうした事態を受けて，フォリナー・トーク(Ferguson 
1981)，コード・スイッチング（Gumperz 1983），トリガー（Clyne 1975）などさまざまな研
究が別個に進められていった．しかし，言語接触や文化接触の個々の研究を眺めると，こ
れらの現象は，まったく別個にみえるけれども，じつは同じカテゴリーに属しているので
はないか，あるパースペクティブのもとで統一的に理解することができるのではないかと
考えても不思議はない． 
 ネウストプニーは，これらの現象が起きている場面に注目して，場面の最も根本的な分
類は文化間と文化内であることを指摘した2．つまり，上の現象はすべてじつは文化間の場
面における現象であったということになる．言い換えると，文化間の場面での出来事は，
文化内の場面での出来事と本質的に異なるということになる．この発見は根本的であって，
中間言語が発見されたように，「接触場面」も発見されたと言ってよい（村岡 1999）． 
 文化間と文化内という分類から，その場面をどのように名付けるかについては何度かの
変更があり，外国語使用場面，外国人場面，外的場面などの用語を経て，接触場面（contact 
situation）によって定着した（Neustupny 1985a，「接触場面」という日本語訳はネウストプ
ニー1994）． 
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2.2 接触場面の特徴 
 接触場面研究で指摘されてきた中から標準的な特徴をあげると，以下のようになると思
われる． 
 
(1)接触場面の諸現象は，参加者の外来性（foreigness），または外国人性（foreign factors）
に由来する（Neustupny 1985a, 1994, Fairbrother 2003）． 
(2)接触場面のインターアクションではその場面ごとに基底規範（base norm）が設定される．
多くの場合は，使用される言語の母語話者の規範が基底規範となる（Neustupny 1985b）． 
(3)基底規範には言語，社会言語，社会文化の規範が含まれ，参加者はそれぞれ３つの規範
を共有するべつべつのことばの共同体に属している（Fan 1994）． 
(4)使用言語と(3)であげた３つの規範から，接触場面の３類型が考えられる．つまり，相手
言語接触場面，第３者言語接触場面，共通言語接触場面である（Fan 1994, ファン 2006）． 
 
 こうした接触場面の特徴は，ポスト現代社会の言語現象を対象にプロセス，バリエーシ
ョンを重視する社会言語学の潮流（cf. Goffman 1976，Schegloff, Jefferson and Sacks 1977，
Gumeprz1983）とともにあり，この文脈を欠くと，接触場面の意義は見えなくなってしま
う恐れがある3． 
 たとえば，由井（2005）は，日本語教育のための場面の考察の中で，日本語教育のため
に必要な場面概念として「言語使用場面」あるいは「第２言語使用場面」をあげ，「接触場
面」という用語を採用していない．由井によれば，接触場面という用語は言語接触や文化
接触を連想させるため，言語や文化を強調しすぎ，言語使用とその主体を隠してしまうと
主張している．しかし，接触場面という用語を使わないことによって少なくとも３つの弊
害が生じてしまう． 
(1) 第２言語使用場面と言うと，第１言語使用場面から単に第２言語に切り替えたという
意味になってしまい，文化間と文化内という分類が曖昧になる．接触場面で重要なことは，
そこで起きている現象が，母語場面とは基本的に異なっているという認識であり，その認
識が「第２言語使用場面」では薄い． 
(2)第２言語の使用者を強調することによって，第２言語使用者の相手である母語話者や非
母語話者が抜け落ちてしまう．つまり，フォリナー・トークなどの母語話者側の現象，母
語話者が行う参加支援や権力行使，母語話者と非母語話者がつくりあげる接触規範など，
接触場面に生じる相互作用がこの用語によって関心の焦点から外れてしまう．さらに，接
触場面の３分類もまた考察の範囲外となる． 
(3)第２言語使用場面と言うと，言語が使われる場面に焦点があてられるため，言語以外の
要素が重要になる，speech situation が視野から外れてしまう． 
 以上のように，第２言語使用場面という用語を使うことによって，ここ２０年ほどの社
会言語学が関心をもってきた領域や問題群がすべて抜け落ちてしまい，７０年代に逆戻り
してしまう恐れが大きい．接触場面研究は，場面研究として文化内と文化間の二項対立と
その融合，参加者間の相互作用プロセス，言語以外の要素（社会言語学的諸要素ないし文
法外コミュニケーション要素）などを重視し，プロセスとバリエーションに関心を払う社
会言語学として理解しなければならないだろう． 
 105
多文化共生社会における言語管理 
 
3. 接触場面研究における当事者の問題 
 さて，Welfare linguistics として社会に直接的に関わろうとする言語政策，あるいはその
支柱の１つである言語教育にとって，接触場面研究が重要な点は，問題の同定と問題化の
プロセスの解明が可能になるこ
とにある．この２つを解明する
ことにより，初めて解決のため
のストラテジーが示唆できるよ
うになる． 
 しかし，ここでいう問題は，
専門家や研究者がアプリオリに
決定する問題ではありえない．
日本語教育については 1981 年
に書かれた有名なネウストプニ
ーの提言がある． 
 
「日本語教育の目的が，日本語を外国人の話し手に使わせることにあるなら，外国人が実
際に日本語をどのように使っているかを研究してみる価値があるはずである．むしろ，日
本語教育の出発点であり，かつ到達点であるべきかもしれない」（ネウストプニー1981:30） 
 
 この提言は一見理解が難しいかもしれない．図式化すると以下のようになるだろう．ま
ず，従来の言語教育では，専門家が教育に必要なこと，問題は何か，学習者に必要なこと
は何かといった教育方法の選択を行い（カリキュラム・デベロップメント），それをもとに
教育実践が行われる．最終的に学習者は教室での学習をもとに，実際場面での実践に向か
う（前ページ図）． 
 一方，ネウストプニーは出
発点を実際場面の調査に置こ
うとする．学習者が参加する
実際の場面を問題分析によっ
て体系的に調査することによ
って，問題を明らかにし，そ
こから必要な教育方法を考え
ていく（左図）．ネウストプニ
ーの提言は，場面の当事者を
言語教育のデザインに含めて
おり，教育デザインの基礎を
専門家の知識や関心に置いて
いないことに注意すべきである． 
 
 同様の提言が言語管理理論の最重要論文の中にも見られる．そこでは，言語政策の出発
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点は，ディスコース（つまり実際の場面）に現れる言語問題にあり，重要なことは特定の
インターアクションの流れの中で当事者である参加者が何を実際に問題と認知したかとい
う点にある，という． 
 
（本稿で）言いたいことは，言語計画のいかなる行為も，ディスコースにおいて現れる言
語問題の考察から出発すべきであり，計画の過程は問題の除去がディスコースにおいて遂
行されるまでは完了したと考えるべきではないということである．言い換えると，言語計
画立案者たちは，あるコミュニティの言語ニーズが何であるかを推測したり，単純に言語
問題処理の議論の参加者が述べたことをニーズの説明として受け入れたりするような，長
い間，確立されてきた実践をあきらめるべきである．重要なことは，ある人々が言語問題
が何かを考えたことではなく，特定のインターアクションの中で，その場の参加者が現実
に言語問題として何を同定したかということなのである． 
 個々のディスコースの考察から始めて，同じ話し手ないし別の話し手のディスコースの
まとまりに進んでいくことが出来るし，最終的にはあるスピーチ・コミュニティのディス
コースの全体にまで進んでいくことが可能である．さらに言えば，現在の問題から出発す
ることによって，将来のための視点を発展させていくことが可能である．もしも言語教育
と言語計画のためのより堅固な基礎を作り上げたいと望むのであれば，ディスコース・レ
ベルを省略し，言語計画のデザインに向かってまっすぐに飛び上がろうとするような近道
は避けなければならないのである． 
I shall claim that any act of language planning should start with the consideration of 
language problems as they appear in discourse, and the planning process should not be 
considered complete until the removal of the problems is implemented in discourse. In 
other words, language planners should give up the long established practice of guessing 
what the language needs of a community are, or simply accepting accounts of such 
needs as presented by participants in language treatment discussions. The important 
issue is not what some people think the language problems are, but what particular 
speakers actually identify as language problems in the course of particular interaction. 
From the consideration of individual discourse we can proceed to clusters of discourses 
of the same or of different speakers, and finally to the totality of discourse within a 
speech community. Furthermore, starting from present problems we can develop 
perspectives for the future. Shortcuts, which omit the discourse level and jump straight 
towards the planning design, must be avoided if we wish to build firmer foundation for 
language education and language planning. （Neustupny 1994a） 
 
 言語政策において実際の場面から政策研究を開始すべきであるという主張は，さきほど
の日本語教育についての主張と完全に一致している．言語教育と同様に，言語政策におい
ても，専門家による問題の推測を出発点とするやり方に対して，異議を唱え，手続きの転
換を要求しているわけである．言語教育は言語に対する制度的，体系的な対応の１つであ
り，その意味で言語教育と言語政策の見方は一致して理解されていると考えられる． 
 当事者の問題の認知ということは，当事者が問題であると述べたことをナイーブに信じ
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て取り上げるということではない．報告される問題だけが問題ではない．そこには，当事
者がまったく気づかない問題（e.g. 発音の誤用に気づかない）もあれば，ある顕在的な規
範適用のために潜在化された問題（e.g. 良いニュースを伝えたために約束の時間に遅れた
ことが潜在化される）すら考えられる（Neustupny 1985b）．さらに，問題の中には当事者
がはっきりと表現できない問題，伝えたくない問題がある．当事者があげる問題には，立
場やインタレストの相違が本来的に備わっており，言語の問題を考察するためには，そう
した異なる認知を取り上げるところから始めるべきであると言うことになるだろう．言い
換えれば，ここでの当事者による問題の認知というのは，ディスコース上の制約に影響さ
れたものであると同時に，複数の異なるインタレストを持った当事者が参加する場面で起
きている複合的な問題として考えるべきであろうと思われる． 
 こうした当事者の問題の認知という視点は，さまざまな言語教育，言語政策の領域に取
り込むことができるだろう．たとえば，「多文化共生」に関心を持つ研究者や教育実践家に
よる提言や主張には，多文化共生に関心を見いだすグループないし研究者の視点からなさ
れることが少なくない．しかし，当事者の側から出発すれば，在日外国人側の問題，彼ら
に隣接して暮らす日本人側の問題，行政の問題，などさまざまな立場からの問題が明らか
になり，競合的インタレスト，相補的インタレスト，相乗的インタレストなどの分析に進
むことが可能になるはずである． 
 また，ミクロなレベルで考えることも可能である．接触場面会話の分析では，往々にし
て相づちなどの規範の習得不足を問題とみなし，その不足している要素の同定（問題化の
プロセス）を行うことが多い．しかし，接触場面の当事者が留意した問題が分析から取り
上げられた規範の習得不足と一致するとは限らないことに注意する必要がある．規範の習
得不足が事実だとしても，問題そのものは，当事者に留意されることによって顕在化され，
構築されるはずであり，そうした当事者が構築していく問題がどのように習得されている
規範と関連するかが問われなければならない． 
 さらに，規範の習得不足という分析自体が日本語の育ち言語話者の視点に基づいている
ことも明らかであろう．外国人居住者の認知を調査するなら，そこに日本語によるコミュ
ニケーションの不自然さ，言い換えれば日本語によるコミュニケーションのローカルな特
徴がコミュニケーションをする上での大きな問題として感じられているという報告がなさ
れるかもしれない． 
 以上のような集団レベルのインタレストの諸問題からミクロなレベルでの問題の構築ま
でを明らかにすることによって，多文化共生のための言語政策は単にスローガンで終わら
ず，長期的なビジョンを持つことができるようになるはずである． 
 
4. 問題の類型 
4.1 問題の３つの類型 
 では，問題というときに，それはどのような問題なのか．言語管理理論において，問題
とはその場面の当事者によって否定的に評価された逸脱を指すが，ここではまずコミュニ
ケーション・ストラテジーの定義と分類を行った Faerch and Kasper（1983）を取り上げる．
彼らは，考察の対象を第２言語学習者がコミュニケーション・ゴールに対してどのような
アプローチをとるかという点にしぼると言い，２つの場合を区別している．つまり，ゴー
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ルに到達するのが困難ではない場合と困難な場合である． 
 
Faerch and Kasper(1983)  
“problem”, which is defined by Klaus and Buhr (1976) as recognition by an individual ...of the 
insufficiency of his..existing knowledge to reach a ..goal and of the consequent need for expanding 
this knowledge. 
 
 上で示したように，彼らはゴールに到達するのが困難な場合について「問題」を定義し，
「ゴールに到達するためには自分の知識が不十分であり，なんらかの方策で拡張しなけれ
ばならないと認知することが問題である」とした．つまり，解決のためのストラテジーの
ゴールとしての問題を指摘したわけである． 
 このように問題を考えると，コミュニケーション・ストラテジーは解決を目指す拡張ス
トラテジーと解決を回避する縮小ストラテジーとに分けられることになる．たとえば，新
造語は拡張ストラテジーに，話題転換は縮小ストラテジーと見なすことができるわけであ
る．ただし，後者の解決を回避するストラテジーがあるということは，最初に解決のスト
ラテジーのゴールとして定めた問題がじつはストラテジーが機能しない問題であったこと
を意味する．言い換えれば，現在のストラテジーのリソースでは解決できない問題が新た
に認知されたと考えることができる． 
 第１の類型を Faerch and Kasper が指摘した問題＝ストラテジーのゴールとして，問題の
解消に向かう取組とすると，この第２の類型は解消できない問題に向かう取組として理解
することができる．このように第２の類型を設定し，対象を単に会話に限らずさまざまな
接触場面の相互作用にまで拡げると，Faerch and Kasper (1983)が指摘したような回避のた
めのストラテジーだけでなく，解消できない問題とつきあっていくストラテジーが必要な
ことがわかってくるだろう． 
 さらに，言語管理理論では否定的に評価された逸脱が問題と見なされるが，評価はつね
に否定的なわけではなく，肯定的な場合もある．つまり，これまでの研究で明らかなよう
に，肯定的に評価される逸脱もあるわけである．さらに否定的に評価され，問題として認
知された逸脱が，二次的に非評価化されたり，逆に肯定的に再評価される場合も考えられ
る．肯定的に評価されるということは，逸脱がインターアクションにおいて障害やノイズ
としてではなく，インターアクションを促進したり，豊かにするためのリソースとして認
知される場合があることを含意しているだろう．これが第３の類型である． 
 以下，それぞれの問題の類型について考察をすすめる． 
 
4.2 ストラテジーのゴールとしての問題 
問題がストラテジーのゴールになるということは，ストラテジーの計画・実施の動機が
問題にあるということである．言語プロダクトとその連鎖に限られてはいるが，聞き返し
や意味交渉などの調整行動についての研究がここに含まれる．しかし，プロセスに注目す
るならば，コミュニケーションによっては，問題がストラテジーのゴールと必ずしも結び
つかない場合も少なくない．例えば，文化的な相違に基づく否定的評価などの場合には，
直接的に調整を計画しないことが多く，もともとゴールがない場合もあるだろう．しかし，
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そこにも問題は存在するわけである． 
言語管理理論は，上のような問題がどこでどのように生じているかを明らかにする問題
分析の重要項目リスト，あるいはモデルとして有効になる（「言語問題を分析するためには，
モデルが必要である」（ネウストプニー1995）．言語管理理論が強調することは，談話その
ものだけが対象ではないという点であり，さまざまな段階の記述が要請されている．よっ
て，問題は当事者によって以下の例のように各段階で認知される可能性がある． 
 
(a)留意における問題 
 ・何をどのような対象について留意するか， 
 ・どのような規範や知識が留意に影響を与えていたか， 
 ・留意できないという問題があるか，など． 
(b)評価における問題 
 ・何をどのような対象について評価するか， 
 ・評価はどのような規範やイディオムに基づいていたか， 
 ・評価は１回限りか複数回か， 
 ・評価しない場合はどのような場合か，など． 
(c)調整計画における問題 
 ・問題の解決に向かう調整計画か，コミュニケーション・ゴールを変更する調
整計画か， 
 ・調整計画は問題の解決だけを考慮しているのか，それともその他の文脈も考
慮されるのか， 
 ・調整の軌道は自己調整，他者調整，相互調整のどれか， 
 ・調整の回避はどのような場合に起こるか，など． 
(d)調整実施における問題 
 ・調整の実施はどのような場合に可能か， 
 ・調整の実施のためにどのような段階を踏むべきか，など． 
 
 さらに言えば，言語管理理論を問題分析として使うことを考えたときには，それぞれの
段階に問題が分析されるというだけでなく，問題の認知と解消のためのプロセスもまた各
段階に探すことが可能であろう．言語管理以外の研究もまた参考にすべきである．留意の
段階を扱う認知言語学のモニター理論，評価の段階における関連性理論など，有力な研究
は少なくない． 
 
4.3 解決できない問題への対処 
 解決できない問題があるということは，接触場面だけでなく母語場面にもある普遍的な
社会的な特質である．たとえば，学習者が日本語母語話者と同じ能力をもつことで，外来
性の問題が解消されるという考えは現在は否定されている．こうした解決できない問題に
対して，問題解決パラダイムで研究したり，言語政策を構想することは適切ではない．こ
うした問題に対しては２つの態度が可能であるように思われる． 
 
 110
接触場面における問題の類型 (村岡) 
(a)解消できない問題の負担を軽くするストラテジーを考察する 
 ネウストプニー(1995)でも，述べているように，問題が解決できないとしても，その問
題の負担を軽くすることは可能かもしれないし，実際にそのような試みが接触場面では行
われていると考えられる． 
 
「すべての問題は解決できない．言語管理の立場を取ると，言語問題の中には簡単に解決
できないものが多い．...言語管理の理論では，「問題」は社会の取り除けない属性だとして
いる．...言語問題を扱っている人たちは，このことを認め，取り除けない問題の負担をど
のように軽くするかということも考えなければならないと思われる．」(ネウストプニー 
1995:69) 
 
 たとえば，金子(2002)が扱っている在日外国人のリテラシーの問題の場合，日本語の漢
字かなまじり表記は漢字を母語で学んでいない外国人にとっては解決の出来ない問題だと
言ってよい．在日外国人のリテラシーを考えるためには，問題解決パラダイムによって漢
字を学ぶストラテジーを研究するのではなく，実際に外国人が漢字かなまじり表記とどの
ようにつきあっているかを調べる必要がある．金子によれば，こうした外国人には読み方
や意味を話し言葉を通じて教えてくれる仲介者がいる場合が多い．また，電車の行き先表
示などは見ないことにして，電車の切符はいつも一番安い切符を買って，到着した駅で精
算機を使うストラテジーを使っていたりする．このような外国人の漢字かなまじり表記と
のつきあい方は，解決すべき問題として考えている限りは見えてこない． 
 
(b)解消できない問題を潜在化するストラテジーを考察する 
 上の(a)の一部とも考えられるが，解消できない問題の意識化を弱めたり，評価を停止し
たりする，あるいは問題よりもインターアクションのゴールを重視する，などによって，
解消できない問題を潜在化することが行われている． 
 もっともわかりやすい例として言語能力のテストがある．例えば，ACTFL の評価基準（cf. 
牧野 1991）などを見ると，novice から始まって super-advanced まで，文法，発音，談話，
語彙などじつにさまざまな面から学習者の日本語能力をチェックするようになっている．
一方，オーストラリアの一時期の外国語能力の評価基準（cf. Ingram and Wylie 1991）を見
ると，あるタスクができるかどうか，という点から評価が作られている． 
 ACTFL の場合には母語話者の言語行動を基準にして，結果だけでなく言語行動の様態に
ついても母語話者にどれだけ近いかをチェックしていると言ってよいだろう．場合によっ
ては，結果的に解決できない問題をさらに拡大してしまうこともありうるわけである． 
 他方，タスクの成否によって評価をする場合は，どのようにしてタスクが達成できたの
か，たとえばどのぐらい時間がかかったのか，タスク遂行において発音がおかしかったの
か，などについては意識的に評価せず，タスクが遂行できたかどうかという結果だけで評
価をしようとしている．つまり，外来性を評価しないということであり，目的が達成でき
ればこの社会のメンバーとして認めようと考えていることを示唆している． 
 こうした潜在化の手続きは接触場面の当事者である参加者によって，いたるところで行
われている．非育ち言語話者者との会話をとってみても，ことばの誤用には注意をむけず，
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話の内容に集中する態度は，普遍的に育ち言語話者の採用するところであろう．育ち言語
話者のこうした態度は，解決できない問題に対して有効なストラテジーとなっている． 
 ただし，潜在化の手続きが行われるためには，留意された事象でなければ実施できず，
さらにその事象がぼんやりと曖昧に気づかれているのではなく，問題の所在が認知されて
いなければならない．つまり，この手続きは限られた対象と場合にしか有効ではないと言
ってよい． 
 たとえば，発音の誤用は「外国人訛り」として，何がおかしいかが認知されるために，
その発音の誤りを意識しないように潜在化することが可能である．しかし，依頼や断りな
どの発話行為においては，人々はその違反についての慣用句をほとんど持っていないし，
「外国人頼み」や「外国人断り」という言葉はない．わずかに「外国人は Yes/No をはっき
り言う」というステレオタイプがある程度であろう．つまり，多くの研究が指摘している
ように，発話行為について逸脱が起きた時には，問題の所在は認知されにくく潜在化もさ
れにくいことになる． 
 
4.4 インターアクションを促進するリソースとしての問題 
 言語管理理論において指摘されてきた肯定的評価の問題は未だに十分には展開されてい
ない．肯定的に評価されるとき，規範からの逸脱は，インターアクションの障害としてで
はなく，インターアクションを促進するリソースとして認知されることを意味している．
つまり，問題を物珍しさ，新しいもの，自分の持っていないものなどと評価したり，再評
価することによって，その問題を素材にしてインターアクションの量を増やしていくこと
が，接触場面では起きることがあるわけである． 
 マクロ・レベルにおいて見ると，学校教育におけるマイノリティ言語の児童の存在に対
しては２つの政策がしばしば実施されている．１つは，取り出し教室であり，児童の日本
語の不足を問題として認知してその解消あるいは軽減を図るものである．もう１つは，国
際理解教育やバイリンガル教育であり，マイノリティ言語の児童を教育の豊かなリソース
として認知することになる．たとえば，オーストラリアでは多様な背景をもつ子どもたち
を社会の豊かなリソースとして捉え，バイリンガル小学校として指定された学校では，す
べての児童にバイリンガル教育を施している（Farmer 2004）．つまり，多様な背景をもつ
子どもたちに対しては自分の母語を大切にするように指導すると同時に，その子たちの言
葉や文化の知識を積極的に授業に生かすことが試みられているわけだ． 
 以上のように，規範からの逸脱は，肯定的に評価されることにより，問題解決のための
調整計画ではなく，多様な規範の存在を認めるための調整計画が試みられることになるだ
ろう．つまり，新たな基底規範を創造していくストラテジーとそのプロセスに中心的な研
究課題を見つけることができると思われる． 
 
5. まとめ 
以上，接触場面研究を当事者の視点を含んだ問題から出発する Welfare linguistics として
理解する必要性を示し，そこで注目すべき問題の類型を素描した．接触場面と言語管理研
究とは，場面のバリエーションとインターアクションのプロセスを重視するポスト現代社
会の言語学の潮流にある．しかし，ポスト現代社会は否応なく変貌していくのであり，問
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題の類型も変わって行かざるを得ない．本稿で述べた問題の類型は以下のように図式化す
ることができる． 
 
 
 社会がポストモダン化するに従って，外来性に端を発する異文化接触や接触場面の諸問
題は，異なる価値を帯びてくる．注 3 で述べたように，殻の固い（hard-shell）国民国家に
おいては，外と内の境界が明瞭であり，外来性は解消すべき問題として現れていたと思わ
れる．しかし，次第にその境界は，国際化の流れの中で曖昧化されていく．もはや接触場
面の問題は解決したくても解決できない問題となってしまうであろう．実際に，日本にお
いて在日外国人が多くなるにつれて，多文化共生が叫ばれる状況を見ると，そこで目指さ
れているのはそうした解決できない問題の管理がポイントとなっていることがわかるであ
ろう．同時に，接触場面に参加する当事者の一部は，外来性をインターアクションを促進
させるリソースとして，あるいは社会と個人のエンリッチメントの要素（岡崎 2003）とし
て，肯定的に評価しているとも考えられる． 
 Welfare linguistics としての接触場面研究は，接触場面の言語使用のバリエーション，場
面の相互作用プロセスを考察していくだけでなく，現代のポストモダン社会の行方を理解
し，課題を提起するための方法でもある．解決を目指した問題の研究だけでなく，その他
の２つのタイプの問題についても考察を広げていくことが求められる． 
 
 
 
注 
1 本稿では，native speaker を育ち言語話者と呼ぶ．non-native speaker は非育ち言語話者と
なる．これは mother tongue と区別すべき社会が存在することによる．ちなみに，mother 
tongue を生まれ言語，書き言葉や第２言語を学び言語と区別することができる． 
2 ネウストプニーが文化内と文化間という分類を指摘したことは，社会言語学の流れにお
いてみると，Hymes(1972)が展開したコミュニケーション能力の議論の発展という側面が
ある． 
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3 付け加えると，ポストモダン社会とはモダン社会から新たな展開への過渡的な状態にある
社会を意味している．つまり，単一言語＝単一民族＝単一文化を理想とした 19 世紀以来
の国民国家の枠組がいまだに存在しながらも内実は変貌していく過程を指している．こう
した過程の中で発見された「接触場面」は国民国家の枠組が成立していた欧米 社会によ
り適合している．国民国家はその理想としたモデルによって内外を隔てる障壁を政治的に
も社会的にも高く掲げる政治体制であり，いきおい外の人々の外来性を強く意識させられ
ることになるからである．Fan (1994)による接触場面の３分類は，上記の接触場面をさら
にポストモダン社会の現状に近づけた点で評価できる．しかし，ファン(2006)でも示唆し
ているように，現在のわれわれの社会をより深く理解するためには，接触場面のさらなる
考察が必要である．私見では，言語が異なること，文化が異なることが必ずしも強く外来
性を示さなくなりつつあるオーストラリアの事例や，ポストモダン社会とは異なる発展を
してきた多言語多民族が社会を構成する中国やインド，そのほかの社会の考察を含めてい
くことで新たな展開が可能になると思われる． 
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